
2021年4月1日

地域医療構想の更なる推進について

第14回地域医療構想及び医師確保計画に
関 す る ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

令 和 ６ 年 ３ 月 1 3 日

資料１



目次

１．PDCAサイクルを通じた地域医療構想の推進に関する
進捗状況調査の報告 ･･･P.３

２．2025年に向けた地域医療構想の進め方（案） ･･･P.21

2



１．PDCAサイクルを通じた地域医療構想の推進

に関する進捗状況調査の報告

3



PDCAサイクル等による地域医療構想の推進について

第三 医療提供体制の確保に係る目標に関する事項
二 目標設定に関する国と都道府県の役割
３ 地域医療構想に係る目標設定

都道府県は、将来における地域の医療提供体制の確保のため、地域医療構想（法第三十条の四第二項第七号に規定する将来の医療提供体制に関
する構想をいう。以下同じ。）の実現に向けた取組を着実に進めることが重要であることから、診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、
医療保険者その他の関係者（第六及び第七において「関係者」という。）との協議の場（以下「地域医療構想調整会議」という。）における協議の
結果を踏まえ、当該構想区域（同号に規定する区域をいう。第五の一において同じ。）において担うべき医療機関としての役割及び当該医療機関が
有するべき医療機能ごとの病床数を含む今後の対応方針（以下「対応方針」という。）の策定率等の目標について、毎年度、当該目標の達成状況の
分析及び評価等を行うものとする。

第五 地域医療構想に関する基本的な事項
二 地域医療構想に関する国と都道府県の役割

都道府県は、策定した地域医療構想の達成に向けた取組を進めるに当たって、構想区域等（法第三十条の十四第一項に規定する構想区域等をい
う。第六及び第七において同じ。）ごとに、地域医療構想調整会議を設け、当該会議での議論を通じて、地域における病床の機能の分化及び連携並
びに在宅医療を推進していくことが必要である。これらの推進に当たり、都道府県は、地域医療構想調整会議における協議の実施状況を公表するも
のとする。
国は、必要な情報の整備や都道府県職員等に対する研修のほか、都道府県におけるデータの活用や医療介護総合確保法に基づく地域医療介護総

合確保基金の活用に係る支援など、都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組の支援を行うものとする。

第六 地域における病床の機能の分化及び連携並びに医療を受ける者に対する病床の機能に関する情報の提供の推進に関する基本的な事項
一 地域における病床の機能の分化及び連携の基本的考え方

地域における病床の機能の分化及び連携については、地域の医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により推進していくことが前提と
なる。このため、都道府県は、法第三十条の十三第一項の規定による報告（以下「病床機能報告」という。）の結果等により毎年度進捗を把握し、
公表するとともに、構想区域等ごとに設置する地域医療構想調整会議において、関係者との連携を図りつつ、必要な事項について協議を行うことが
必要である。その際、構想区域等における将来の医療提供体制を構築していくための方向性を共有するため、医療機関の役割を明確化することや将
来的に病床機能の転換を予定している医療機関の役割を確認すること等が必要である。あわせて、地域医療構想調整会議における協議の結果を踏ま
えた対応方針の策定率を公表することとする。また、都道府県は、法第七十条の五第一項に規定する地域医療連携推進法人の認定、地域医療介護総
合確保基金の活用等により、医療機関の自主的な機能分化及び連携に向けた取組を支援することが必要である。
さらに、都道府県は、地域医療構想調整会議における協議の実施状況や対応方針の策定率等を踏まえ、将来の病床数の必要量と病床機能報告に

より報告を受けた病床数に著しく差が生じている場合には、その要因について、当該構想区域等における医療提供体制を踏まえて分析及び評価を行
い、その結果を公表するとともに、必要な対応について検討することとする。
国は、都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組を支援するとともに、地域における病床の機能の分化及び連携を更に実効性あるものとする

ため、病床機能報告の在り方を検討して見直しを行い、地域の医療需要に円滑に対応できる人員配置等を調えることの検討を進めるものとする。

（医療提供体制の確保に関する基本方針（平成19年厚生労働省告示第70号） 令和５年３月 3 1日一部改正）
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PDCAサイクル等による地域医療構想の推進について
～地域医療構想の進め方について（令和５年３月31日付け医政地発0331第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）のポイント～

「第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ」（令和４年12 月28 日）等を踏まえ、都道府県において、毎年度、対応方針の策定率等を
目標としたPDCAサイクルを通じて地域医療構想を推進することとする。

（１）年度目標の設定

✓ 毎年度、構想区域ごとに立てる地域医療構想の推進に係る目

標については、以下のとおり設定する。

・ 対応方針の策定率が100％未満の場合には、対応方針の策定率

※2022年度・2023年度において対応方針の策定や検証・見直しを行うこととさ

れていることに留意。

・ 既に100％に達している場合等には、合意した対応方針の実施率

✓ 対応方針の策定の前提として、病床機能報告の報告率が100％

でない場合には、未報告医療機関に対し、報告を求める。

（２）地域医療構想の進捗状況の検証

✓ 病床機能報告上の病床数と将来の病床の必要量について、デー

タの特性だけでは説明できない差異（ ※）が生じている構想区

域において、地域医療構想調整会議で要因の分析・評価を実施。

※病床機能報告が病棟単位であることに起因する差異や、地域の実情に応じた定量的

基準の導入により説明できる差異を除いたもの。

✓ 人員・施設整備等の事情で、2025年までに医療機能の再編の取

組が完了しない場合には、完了できない事情やその後の見通し

について具体的な説明を求める。

（３）検証を踏まえて行う必要な対応

✓ 非稼働病棟等について、以下の通り対応する。

・ 病床機能報告から把握した非稼働病棟については、非稼働の理由及び当該病棟の今後の運用見通しに関する計画につい

て、地域医療構想調整会議での説明を求める。その際、当該病棟の再稼働の見込みについては、医療従事者の確保の具体

的な見込み等も含めて詳細な説明を求め、十分議論する。また、病床過剰地域においては、医療法に基づく非稼働病床の

削減命令・要請等を行う。

・ 病棟単位では非稼働となっていないが、非稼働となっている病床数や病床稼働率の著しく低い病棟についても把握し、

その影響に留意する。

✓ 非稼働病棟等への対応のみでは不十分である場合には、構想区域全体の2025年の医療提供体制について改めて協

議を実施し、構想区域の課題を解決するための年度ごとの工程表（KPIを含む。）を策定・公表。

✓ その他、地域医療構想調整会議の意見を踏まえ、必要な対応を行うこと。

進捗状況の

検証

必要な対応

目標設定
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地域医療構想の推進に係る年度目標の設定状況

○ 令和５年度において、各構想区域で地域医療構想の推進に係る目標は、全構想区域のうち240区域（70％）で設定
しており、そのうち、対応方針の策定率を目標としている構想区域は183区域（76％）、対応方針の実施率を目標と
している構想区域は23区域（10％）、その他の目標を設定している構想区域は32地域（13％）あった。

○ 目標を設定していない主な理由としては、「今年度中に調整会議で協議予定であるため」「地域の自主的な取組が
基本であり、目標設定はなじまないため」といった理由があった。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

各構想区域の目標の設定状況（令和５年９月末時点） 設定している目標について

N=341

目標を設定していない主な理由

– 今年度中に調整会議で協議予定であるため。

– 地域医療構想は、医療機関が病床機能の転換や在宅医療の充
実等に取り組む際の方向性であり、地域の自主的な取組が基
本であり、目標設定はなじまないため。

– 医療機関の理解を得ながら、地域の実情に応じた議論を進め
ることが原則であり、目標設定はノルマ化につながるため。

240

70%

101

30%

目標設定あり 目標設定なし

※2025年に必要な回復期病床の割合、病床数の必要量

（※

）
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※ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

第 1 3 回 地 域 医 療 構 想 及 び 医 師 確 保
計 画 に 関 す る ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

令 和 ５ 年 １ １ 月 ９ 日

資料１
（一部改）
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100

29%

192

56%

49

15%

既に100% 100％となる見込み 100％とならない見込み

85％

令和５年度末時点の地域医療構想調整会議で合意した対応方針の策定率の見込み

○ 令和５年度末までに対応方針の策定率を100％にすることができる見込みの構想区域は、292区域（85％）となっ
ている。

○ 対応方針の策定率を100％にできない主な理由としては、「全ての有床診療所の対応方針の策定の見通しが立てら
れないため」「地域医療構想調整会議で合意が得られていないため」といった理由があった。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

対応方針の策定率を100％にできない主な理由

– 病院の対応方針の策定を優先して取り組んだ結果、
全ての有床診療所の対応方針の策定の見通しが立
てられないため。

– 有床診療所の令和４年度病床機能報告の報告率が
100％に達していないため。

– 対応方針の策定依頼や催促を行っても策定しない
医療機関があるため。

– 公立診療所の対応方針について、地域医療構想調
整会議で議論がまとまらず、合意が得られていな
いため。

令和５年度末時点の対応方針の策定率の見込み
（令和５年９月末時点）

N=341

※ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

第 1 3 回 地 域 医 療 構 想 及 び 医 師 確 保
計 画 に 関 す る ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

令 和 ５ 年 １ １ 月 ９ 日

資料１
（一部改）

7



37%

21%

27%

9%
6%

検証済の結果に基づき措置済(37%)

162医療機関

検証済(21%)

91医療機関

検証中(27%)

119医療機関

検証未開始(9%)

40医療機関

対象外(6%)

24医療機関

44%

24%

19%

8%
6％

検証済の結果に基づき措置済(44%)

191医療機関

検証済(24%)

103医療機関

検証中(19%)

82医療機関

検証未開始(8%)

36医療機関

対象外(6%)

24医療機関

N=436

49%

25%

14%

7%
5%

検証済の結果に基づき措置済(49%)

32,422床

検証済(25%)

16,191床

検証中(14%)

9,390床

検証未開始(7%)

4,530床

対象外(5%)

3,085床

40%

22%

24%

9%
5%

検証済の結果に基づき措置済(40%)

26,381床

検証済(22%)

14,588床

検証中(24%)

15,926床

検証未開始(9%)

5,685床

対象外(5%)

3,085床

N=65,618

再検証対象医療機関の対応方針の検討状況（前回調査結果との比較）

○ 再検証対象医療機関の検討状況について、令和５年３月時点の調査結果と比較すると、措置済を含む「検証
済」の医療機関単位の割合が 58%から68%、病床単位の割合が62％から74％と増加している。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

令和５年３月末時点 令和５年９月末時点

医療機関数

病床数

58％

62％ 74％

68％

N=65,665

N=436

第 1 3 回 地 域 医 療 構 想 及 び 医 師 確 保
計 画 に 関 す る ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

令 和 ５ 年 １ １ 月 ９ 日

資料１
（一部改）
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病床数の変化状況等の概要

○ 地域医療構想については、以下のとおり、一定の進捗が認められる。

・ 2015年から2022年にかけて、病床機能計及び高度急性期・急性期・回復期・慢性期それぞれに

おいて、必要量に近づいている。特に病床機能計の乖離率は＋5.0%から＋0.7%に縮小している。

・ 病床機能報告上の病床数と2025年の必要量との乖離の変化（2015年→2022年）を構想区域別

にみると、病床機能計、急性期、回復期において、乖離率・乖離数いずれでみても、全体として、

乖離は縮小している傾向にある。

・ また、重点支援区域においては、13道県20区域を選定しており、うち４区域が再編済である。

再編によって、地域における救急医療体制の確保につながった事例や急性期と回復期の連携強化・

充実が見込まれる事例がある。

○ 一方、構想区域によっては、依然として必要量との大きい乖離が残っている区域があるため、必要

量との乖離の状況について、構想区域ごとに確認・分析を進めていく必要がある。

（※）病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純
に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。
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【概要】PDCAサイクルを通じた地域医療構想の推進に関する進捗状況調査

地域医療構想については、令和５年３月31日の改正告示・通知により、都道府県に対して、構想区

域ごとにPDCAサイクルを通じた推進を求めているところであり、当該状況等の調査を行うもの。

（１）調査目的

① 構想区域の2025年における「病床機能報告上の病床数」と「地域医療構想で推計した病床数の

必要量」との差異の状況

・「2025年の病床数の見込み」と「病床数の必要量」に生じている差異について、

データ等による解析の実施状況

・生じている差異の要因及び当該要因に係る病床数の状況

・「データの特性だけでは説明できない差異」が生じている要因の分析及び評価等の状況

・「データの特性だけでは説明できない差異」が生じている場合の対応の状況

② 構想区域の医療提供体制上の課題

・医療提供体制上の課題の状況

・課題について、「2025年の病床数の見込み」と「病床数の必要量」に生じている差異との関連

・課題の解決のための取組予定

（３）主な調査項目

（２）調査時点

令和５年11月末時点（調査期間：令和５年12月１日から令和６年１月12日）
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地域医療構想の進捗状況の検証①（将来の病床数の必要量との差異の解析）

各構想区域の差異の解析状況 その他のデータの主な種類

– DPCデータ

– 国保データベース（KDB）

– 都道府県独自調査（病床単位での病床機能の調査等）

解析していない主な理由

– 解析中（データ分析の方法について検討中を含む）。

– 有床診療所を含む各医療機関の対応方針の策定を今年度中
に行い、その内容を踏まえて解析予定のため。

– 今年度にデータ分析構築支援事業により解析できる体制を
構築し、来年度に本格的な解析を実施する予定のため。

○ 「2025年の病床数の見込み」と「病床数の必要量」に生じている差異について、解析している区域は147区域、このうち、
「病床機能報告を用いて解析している区域」は95区域、「病床機能報告に加え、その他のデータ（DPCデータ等）を用いて解
析している区域」は52区域。

○ 一方、「解析していない区域」は192区域あり、解析していない主な理由としては、「解析中」、「有床診療所を含む各医
療機関の対応方針の策定を今年度中に行い、その内容を踏まえて解析予定のため」、「今年度にデータ分析構築支援事業によ
り解析できる体制を構築し、来年度に本格的な解析を実施する予定のため」であった。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）11
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192

57%

病床機能報告を用いて解析している

病床機能報告に加え、その他のデータ（ＤＰＣデータ等）を用いて解析している

解析していない

147
43％

N=339



医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

生じている差異の要因（複数回答可）

12

地域医療構想の進捗状況の検証②（生じている差異の要因）

b 定量的基準の主な内容

a 具体的な主な解析方法

– 医療機関へのアンケート調査

– 各医療機関の対応方針における2025年の機能別病床数との比較

c その他の主な要因

– 医療機関において、令和４年度病床機能報告後に、病床の廃止
や病床機能の見直しに関する方針を変更したため。

– 急性期病棟のうち、50床あたり「手術+救急入院＞1日2件」を
目安に条件を満たさない病棟を回復期に計上。

– 「急性期・慢性期病棟のうち、地域包括ケア入院管理料を算定
している病床」及び「将来回復期に転換予定として報告してい
る病棟」を回復期に計上。

– 以下の入院料を算定する病棟を回復期に計上。

（急性期一般入院料4～6、地域一般入院料、小児入院医療管理料
4，5、回復期リハ入院料、地域包括ケア入院料、緩和ケア入院
料、特定一般病棟入院料）

○ 差異を解析している構想区域（147区域）について、生じている差異を要因別にみると、「病床機能報告が病棟単位である
ことに起因する差異がある区域」は29区域、「定量的基準の導入により説明できる差異がある区域」は70区域、「その他の
要因により説明できる差異がある区域」は60区域、「これらの要因では説明できない差異がある区域」が93区域あった。
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地域医療構想の進捗状況の検証③
（地域医療構想調整会議における要因の分析及び評価）

– 急性期であるが、回復期相当の病床として柔軟に利用さ
れている。

– 差異は生じているが、概ね病床機能の分化・連携は進ん
でいる。

– 医療従事者が不足し、必要な病床機能を整備できない。

– 各医療機関の対応方針の策定を今年度中に行い、その
内容を踏まえて分析及び評価を行う予定のため。

– 病床数のみに着目した議論をすべきではないとの指摘
を受けるおそれがあるため。

主な評価

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

地域医療構想調整会議における要因の分析及び評価

13

○ データの特性だけでは説明できない差異（12ページのa･b以外の差異）が生じている構想区域（132区域）について、「地域医療
構想調整会議において要因の分析及び評価を行っている区域」は64区域、このうち「その結果を公表している区域」は55区
域あった。

○ 一方、「行っていない区域」は68区域あり、行っていない主な理由としては「各医療機関の対応方針の策定を今年度中に行
い、その内容を踏まえて分析及び評価を行う予定のため」、「病床数のみに着目した議論をすべきではないとの指摘を受ける
おそれがあるため」であった。

行っていない主な理由

結果の公表

64

48%
68

52%

行った

行っていない

N=132

55
86%

9
14%

公表している 公表していない

N=64



検証を踏まえて行う必要な対応①
（2025年の医療提供体制についての地域医療構想調整会議での協議等）

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）14

行っていない主な理由

– 今後、協議予定のため。

– 各医療機関の対応方針に係る協
議を優先しているため。

行っていない主な理由

– 今年度とりまとめる医療機関の
対応方針等を活用し、今後、議
論予定のため。

– 現状の共有までで、具体的な役
割分担の方向性等まで議論が至
らないため。

策定していない主な理由

– 策定中のため。

– 工程表の策定に至るまで議論が
深まっていないため。

構想区域全体の2025年の医療提供体制に
ついての地域医療構想調整会議での協議

協議を踏まえた2025年の各医療機関の
役割分担の方向性等についての地域医療
構想調整会議での議論

課題解決のための年度ごとの工程表
の策定

○ データの特性だけでは説明できない差異（12ページのa･b以外の差異）が生じている構想区域（132区域）について、「構想区域
全体の2025年の医療提供体制についての調整会議での協議を行った区域」は102区域、「行っていない区域」は30区域あり、
行っていない主な理由としては「今後、協議予定のため｣､｢各医療機関の対応方針に係る協議を優先しているため」であった。

○ 協議を行った構想区域（102区域）について、「2025年の各医療機関の役割分担の方向性等について調整会議で議論を行っ
た区域」は67区域、「行っていない区域」は35区域あり、行っていない主な理由としては「今後、議論予定のため」、「現
状の共有までで、具体的な役割分担の方向性等まで議論が至らないため」であった。

○ 議論を行った構想区域（67区域）について、「年度ごとの工程表を策定している区域」は20区域、「策定していない区域」
は47区域あり、策定していない主な理由としては「策定中のため」、「議論が深まっていないため」であった。

※ 工程表を策定している構想区域は全て公表済み

102

77%

30

23%

行った 行っていない

N=132

67
66%

35
34%

行った 行っていない

N=102
20

30%

47

70%

策定している 策定していない

N=67



検証を踏まえて行う必要な対応②
（非稼働病棟等への対応、地域医療構想調整会議の意見を踏まえた対応）

15

○ データの特性だけでは説明できない差異（12ページのa･b以外の差異）が生じている構想区域（132区域）について、「非稼働病
棟等への対応を行った区域」は77区域、「今後行う予定の区域」は19区域、「行う予定はない区域」は23区域あり、行って
いない主な理由としては、「今後、必要に応じて調整会議において報告予定のため｣､｢改修による休棟等、非稼働病棟である
理由が明らかなため」であった。

○ 「調整会議の意見を踏まえた必要な対応を行った区域」は60区域あり、主な対応としては、「データ分析（医療提供体制や
医療需要等）｣､｢医療機関への個別ヒアリング」であった。一方、「今後行う予定の区域」は16区域、「行う予定はない区
域」は43区域あり、行っていない主な理由としては、「協議中｣､｢医師の働き方改革による影響を調査し、その影響を踏まえ
て必要な対応を協議する予定のため」であった。

非稼働病棟等への対応等のほか、地域医療構想調整会議の意見を
踏まえた必要な対応

非稼働病棟等への対応

行っていない主な理由

– 非稼働病棟等の対応方針について、医療機関
に聞き取りを行った段階であり、今後、必要
に応じて、地域医療構想調整会議において報
告予定のため。

– 今年度とりまとめる医療機関の対応方針等を
活用し、対応予定のため。

– 改修による休棟等、非稼働病棟である理由が
明らかなため。

具体的な主な対応
– データ分析（医療提供体制や医療需要等）

– 全ての病院・有床診療所の院長が参集する
会議の開催

– 医療機関への個別ヒアリング（具体的な患
者像、提供する医療の内容等）

– 過剰病床機能への転換を希望する医療機関
との再協議

– 金融機関と連携したセミナーの開催

– 病床転換促進事業の活用

行っていない主な理由

– 協議中。

– 医師の働き方改革による影響を調査
し、その影響を踏まえて必要な対応
を協議する予定のため。

– 今年度とりまとめる医療機関の対応
方針等を活用し、議論予定のため。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）
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構想区域の医療提供体制上の課題①

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

課題の有無の状況 個別の課題
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○ 「医療提供体制上の課題がある区域」は339区域あり、このうち、「課題あり」と回答した構想区域が多い順に、個別の課
題をみると、「救急医療体制の確保」が293区域、「医師以外の医療従事者の確保」が291区域、「医師の確保」が288区域
となっている。

※ 医療機関における介護従事者の不足、無薬局地区等における医薬品の供給手段の確保 等

N=339
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構想区域の医療提供体制上の課題②

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）
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関連の主な具体的な内容

– 回復期の必要病床数との差異があり、課題として、高
齢者等がリハビリを受ける体制が不足している。

– 慢性期の病床数が過剰となっており、課題として、受
け皿となる在宅医療や介護系施設の提供体制が不足し
ている。

– 病床機能の転換を進めるための医師の確保が困難。

課題解決のための取組予定（複数回答可）

※ 医療計画に基づく取組、地域医療構想調整会議以外の協議の場における関係機関との協議 等

○ 「課題」と「生じている差異」との関連があると回答した区域は76区域あり、関連の主な具体的な内容としては、「回復期
の必要病床数との差異があり、課題として、高齢者等がリハビリを受ける体制が不足している」、「慢性期の病床数が過剰と
なっており、課題として、受け皿となる在宅医療や介護系施設の提供体制が不足している」であった。

○ 一方、「課題と生じている差異との関連がない」と回答した構想区域は67区域、「関連について考えていない」と回答した
構想区域は196区域あった。

○ 課題解決のための取組予定としては、多い順に 「地域医療構想調整会議における協議」が289区域、「データ分析」が281
区域、「構想区域の関係者の勉強会等」が141区域となっている。

「課題」と「生じている差異」との関連の有無

76

22%

67

20%

196

58%

ある ない 考えていない

N=339
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【参考】将来の病床数の必要量との差異の解析等（全体）

①「2025
年の病床数
の見込み」
と「病床数
の必要量」
に生じてい
る差異につ
いての解析

a. 機能報告を用
いて解析：
95区域

b. 機能報告に加
え、その他のデー
タを用いて解析：
52区域

c. 解析していない：
192区域

a. 機能報告が病
棟単位であるこ
とに起因する差
異がある：
29区域

b. 定量的基準の導
入により説明でき
る差異がある：
70区域

② 生じている差異の
要因（複数回答可）

c. その他の要因
により説明でき
る差異がある：
60区域

d. aからcまで
で説明できない
差異がある：
93区域

デ
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き
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差
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（
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･
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）
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じ
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い
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③ 地域医療構想
調整会議におけ
る要因の分析及
び評価

④ 非稼働病棟等
への対応

⑤-1 構想区域
全体の2025年
の医療提供体制
についての調整
会議での協議

⑤-3 課題解決
のための年度ご
との工程表の策
定

⑤-2 協議を踏
まえた2025年
の各医療機関の
役割分担の方向
性等についての
調整会議での議
論

⑤-4 工程表の
公表⑥ ④及び⑤のほ

か、調整会議の
意見を踏まえた
必要な対応

a. 行った：
64区域

b. 行って
いない：
68区域

a. 行った：
102区域

b. 行って
いない：
30区域

a. 行った：
67区域

b. 行って
いない：
35区域

a. 策定し
ている：
20区域

b. 策定し
ていない：
47区域

a. 公表し
ている：
20区域

b. 公表し
ていない：
0区域

a. 行った：
77区域

c. 行って
いない：
23区域

b. 今後行
う予定：
19区域

a. 行った：
60区域

c. 行って
いない：
43区域

b. 今後行
う予定：
16区域

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）
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PDCAサイクルを通じた地域医療構想の推進に関する進捗状況調査結果の概要①

【１．構想区域の2025年における「病床機能報告上の病床数」と「地域医療構想で推計した病床数の

必要量」との差異の状況】

○ 「2025年の病床数の見込み」と「病床数の必要量」に生じている差異について、「解析してい

る区域」は147区域、このうち、「病床機能報告を用いて解析している区域」は95区域、「病床

機能報告に加え、その他のデータ(DPCデータ等)を用いて解析している区域」は52区域あった。

一方、「解析していない区域」は192区域あった。

○ 差異を解析している構想区域（147区域）について、生じている差異を要因別にみると、以下の

とおり。

a. 病床機能報告が病棟単位であることに起因する差異がある･･･29区域

b. 定量的基準の導入により説明できる差異がある･･･70区域

c. その他の要因により説明できる差異がある･･･60区域

d. これらの要因では説明できない差異がある･･･93区域

○ データの特性だけでは説明できない差異(a･b以外)が生じている構想区域（132区域）について、

・ 地域医療構想調整会議における「要因の分析及び評価を行っている区域」は64区域、このう

ち「その結果を公表している区域」は55区域あった。一方、「要因の分析及び評価を行っていな

い区域」は68区域あった。

・ 「構想区域全体の2025年の医療提供体制についての調整会議での協議を行った区域」は102

区域あり、このうち、「協議を踏まえた2025年の各医療機関の役割分担の方向性等についての

調整会議での議論を行った区域」は67区域あり、このうち、「課題解決のための年度ごとの工程

表の策定を行った区域」は20区域あった。
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PDCAサイクルを通じた地域医療構想の推進に関する進捗状況調査結果の概要②

○ データの特性だけでは説明できない差異(a･b以外) が生じている構想区域（132区域）について、

・ 「非稼働病棟等への対応を行った区域」は77区域、「今後行う予定の区域」は19区域あった。

一方、「行う予定はない区域」は23区域あった。

・ 「非稼働病棟等への対応等のほか、調整会議の意見を踏まえた必要な対応を行った区域」は

60区域、「今後行う予定の区域」は16区域あった。一方、「行う予定はない区域」は43区域

あった。

【２．構想区域の医療提供体制上の課題】

○ 「医療提供体制上の課題がある区域」は339区域あり、このうち、「課題あり」と回答した構想

区域が多い順に、個別の課題をみると、「救急医療体制の確保」が293区域、「医師以外の医療従

事者の確保」が291区域、「医師の確保」が288区域となっている。

○ 「課題」と「生じている差異」との関連があると回答した区域は76区域あった。一方、関連が

ないと回答した区域は67区域、考えていないと回答した区域は196区域あった。

○ 課題解決のための取組予定としては、多い順に 「地域医療構想調整会議における協議」が289

区域、「データ分析」が281区域、「構想区域の関係者の勉強会等」が141区域となっている。



２．2025年に向けた地域医療構想の進め方（案）
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今後の対応方針
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○ 地域医療構想については、地域で不足する医療機能の強化、医療機関間での役割分担や連携等を進

め、地域の医療ニーズに応じた医療提供体制を構築するものであり、地域医療構想調整会議におけ

る検討状況や病床数の変化等から、一定の進捗は認められるものの、依然として課題もあることか

ら、まずは2025年までの取組をより一層推進するため、本年３月の改正告示・通知により、都道府

県に対してPDCAサイクルを通じた取組を求めていることを踏まえ、年内を目途に各都道府県に対し

て以下の項目等について調査を実施することとしてはどうか。

【調査項目の例】

・ 各構想区域の2025年における「病床機能報告上の病床数」と「地域医療構想で推計した病床

数の必要量」との差異の状況

・ 当該差異が生じる医療提供体制上の課題

・ 当該課題を解消するための今後の取組 等
（※）病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、

単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

○ 当該調査結果等を踏まえ、必要な助言等を行うとともに、構想区域の効果的な事例（内容、検討プ

ロセス等）の周知等により、都道府県に更なる取組を促していく。

○ その上で、新型コロナ対応を通じて顕在化した課題を含め、中長期的課題について整理し、2026

年度以降の地域医療構想の策定に向けた検討を進めていくこととしてはどうか。

第13回地域医療構想及び医師確保
計画に関するワーキンググループ

令 和 ５ 年 １ １ 月 ９ 日
資料１



ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工 程（取組・所管府省、実施時期） 24  25  26

３９．地域医療構想の実現、大都市や地方での医療・介護提供に係る広域化等の地域
間連携の促進

ａ．地域医療構想については、2025年までの取組をより一層推進するため、これま
でのＰＤＣＡサイクルを通じた取組の進捗状況等を踏まえ、2025年までの年度ご
とに国・都道府県・医療機関がそれぞれ取り組む事項を明確化し、関係機関が一
体となって計画的に更なる取組を進める。

ｂ．国においては、以下の取組を行う。
・都道府県・構想区域の病床機能等の状況の見える化
・構想区域の効果的な事例（内容、検討プロセス等の周知)
・地域医療介護総合確保基金やデータ分析チーム構築支援等の効果的な活用方法
の周知

・地域医療構想の取組の進め方に関するチェックリストの作成
・病床機能報告における2025年の病床数の見込みと病床数の必要量の乖離等を踏ま

え、医療提供体制上の課題や重点的な支援の必要性があると考えられるモデル構
想区域等を設定して、アウトリーチの伴走支援の実施

・地域医療構想調整会議の議論の実施状況の市町村への報告等について、法制上
の位置付けも含め、必要な措置

ｃ．都道府県に対し以下の取組を求める。
・病床機能報告における2025年の病床数の見込みと病床数の必要量に著しい乖離
が生じている構想区域について、医療提供体制に関する分析・評価を行い、評価
結果に基づき必要な方策を講じること

・地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定率等を
ＫＰＩとしたＰＤＣＡサイクルを年度ごとに実施し、対応方針の検討状況、策定
率を公表すること

・国において設定したモデル構想区域等において、地域医療構想調整会議で構想
区域全体の2025年の医療提供体制について改めて協議し、対応方針を策定するな
ど、必要な方策を講じること

ｄ．2026年度以降の地域医療構想について、病院のみならず、かかりつけ医機能や
在宅医療、医療・介護連携等を含め、中長期的課題を整理して検討を行う。また、
都道府県の責務の明確化等に関し必要な法制上の措置等について検討を行う。

○地域医療構想の2025
年における医療機能別
(高度急性期、急性期、
回復期、慢性期)の必要
病床数を達成するため
に増減すべき病床数に
対する実際に増減され
た病床数の割合
【2025年度に100％】
(実際に増減された病床
数／地域医療構想の
2025年における医療機
能別(高度急性期、急性
期、回復期、慢性期)の
必要病床数を達成する
ために増減すべき病床
数(病床機能報告))

〇地域医療構想調整会議の
開催回数【2024年度末ま
でに約2,000回】

○各医療機関の対応方針の
策 定 率 【2025 年 度 に
100%】

○対応方針の検討状況等の
公表率【100％】

社会保障 ４．医療・福祉サービス改革

新経済・財政再生計画 改革工程表2023（令和５年12月21日経済財政諮問会議）(抄)
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２．医療・介護制度等の改革
＜②「加速化プラン」の実施が完了する 2028 年度までに実施について検討する取組＞
◆医療提供体制改革の推進
・ 地域医療構想については、これまでのＰＤＣＡサイクルを通じた取組の進捗状況等を踏まえ、 2025 年まで
の年度ごとに国・都道府県・医療機関がそれぞれ取り組む事項を明確化し、関係機関が一体となって計画的に
更なる取組を進める。その際、国においては、都道府県・構想区域の病床機能等の状況の見える化、構想区域
の効果的な事例（内容、検討プロセス等）の周知、医療提供体制上の課題や重点的な支援の必要性があると考
えられる構想区域を設定してアウトリーチの伴走支援の実施など、都道府県における地域の実情に応じた取組
を支援する。

・ 2026 年度以降の地域医療構想の取組について、今後、医療・介護の複合ニーズを抱える 85 歳以上人口の
増大や現役世代の減少に伴う医療需要の変化に対応できるよう、2040 年頃を視野に入れつつ、病院のみなら
ず、かかりつけ医機能や在宅医療、医療・介護連携等を含め、中長期的課題を整理して検討を行う。

・ こうした対応に実効性を持たせるため、都道府県の責務の明確化等に関し必要な法制上の措置等について検
討を行う。

・ かかりつけ医機能が発揮される制度整備について、85 歳以上の高齢者の増加等を見据えて、診療実績に係
る情報提供の強化を含め、医療機能情報提供制度の刷新や、かかりつけ医機能報告制度の創設等により、国
民・患者から見て、一人一人が受ける医療サービスの質の向上につながるよう、2025 年４月の制度施行に向
け、検討会等で具体的な議論を行い、2024 年夏頃までに結論を得る。

・ さらに、令和５年法改正の施行状況等を踏まえ、患者による選択や、地域包括ケアの中でのかかりつけ医機
能、かかりつけ医機能の対象者、医療機関の連携・ネットワークによる実装等について更なる検討を進める。

・ また、地域で必要となるかかりつけ医機能の確保に向けた、医師の教育や研修の充実にも取り組んでいく。

「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」
（令和５年12月22日 閣議決定）（抄）
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○ 令和５年3月の改正告示・通知において、都道府県に対して、構想区域ごとに年度目標の
設定、地域医療構想の進捗状況の検証、検証を踏まえて行う必要な対応等により、PDCAサ
イクルを通じた地域医療構想の推進を求めている。

○ これまでのPDCAサイクルを通じた取組等により、年度目標の設定や調整会議の検討状況、
病床数の変化等から、地域医療構想の一定の進捗が認められるものの、構想区域によっては、
依然として必要量との大きい乖離が残っている区域があるため、令和５年12月に｢PDCAサ
イクルを通じた地域医療構想の推進に関する進捗状況調査｣を行った。調査の結果、
・ 差異の解析を実施していない構想区域が192区域あり、構想区域ごとの取組にばらつき

があることが示され、引き続き、データ分析や要因の評価等を行っていく必要
・ データの特性だけでは説明できない差異がある構想区域が132区域あり、調整会議にお

いて構想区域全体の医療提供体制や各医療機関の役割分担の協議等を進めていく必要
・ 全ての構想区域で様々な医療提供体制上の課題を抱えており、地域医療構想の推進を通

じて課題の解決につなげていく必要
等が示唆された。

○ また、「新経済・財政再生計画改革工程表2023」及び「全世代型社会保障構築を目指す
改革の道筋（改革工程）」において、2025年までの年度ごとに国・都道府県・医療機関が
それぞれ取り組む事項を明確化し、関係機関が一体となって計画的に更なる取組を進めるこ
となどが定められている。

○ 2025年に向けて、PDCAサイクルを通じた地域医療構想の取組が更に推進されるよう、
引き続き構想区域ごとの年度目標の設定、地域医療構想の進捗状況の検証、当該進捗状況の
検証を踏まえた必要な対応等を行うことなどを含め、国・都道府県・医療機関がそれぞれ取
り組む事項を明確化するとともに、病床機能等のデータの見える化、好事例の周知、アウト
リーチの伴走支援など、国による積極的な支援を講じることとしてはどうか。

調査結果を踏まえた課題の解決に向けた対応（案）
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2025年に向けた地域医療構想の更なる推進（案）

○ 地域医療構想のPDCAサイクルを通じた取組を更に推進するため、３月中を目途に通知を発出し、2025年に
向けて各年度に国･都道府県･医療機関が取り組む事項を明確化するとともに、国による積極的な支援を実施。

１．2025年に向けて国･都道府県･医療機関が取り組む事項の明確化

・ 国において推進区域(仮称)・モデル推進区域(仮称)を設定してアウトリーチの伴走支援を実施、都道府県において推進区域
の調整会議で協議を行い区域対応方針の策定・推進、医療機関において区域対応方針に基づく医療機関対応方針の検証・見
直し等の取組を行い、構想区域での課題解決に向けた取組の推進を図る。

※ 病床機能報告上の病床数と必要量の差異等を踏まえ、医療提供体制上の課題や重点的な支援の必要性があると考えられる推進区域（仮称）
を都道府県あたり１～２か所設定。当該推進区域（仮称）のうち全国に10～20か所程度のモデル推進区域（仮称）を設定。なお、設定方法等
については、追って通知。

・ 引き続き、構想区域ごとの年度目標の設定、地域医療構想の進捗状況の検証、当該進捗状況の検証を踏まえた必要な対応
等を行う。

２．国による積極的な支援

①地域別の病床機能等の見える化

・ 都道府県別・構想区域別に、病床機
能報告上の病床数と必要量、医療機関
の診療実績等を見える化

・ これらのデータを有効に活用して、
地域医療構想調整会議の分析・議論の
活性化につなげる

④基金等の支援策の周知

・ 地域医療介護総合確保基金やデータ分
析体制構築支援等の支援策の活用方法に
ついて、都道府県・医療機関向けリーフ
レットを作成

⑥モデル推進区域(仮称)におけるアウト
リーチの伴走支援

・ データ分析等の技術的支援や地域医療
介護総合確保基金の優先配分等の財政的
支援を活用して、モデル推進区域(仮称)
においてアウトリーチの伴走支援を実施26

②都道府県の取組の好事例の周知

・ 地域医療構想の実現に向けた都道府
県の取組の好事例を周知

⑤都道府県等の取組のチェックリスト

・ 地域医療構想策定ガイドラインや関連
通知等で示してきた地域医療構想の進め
方について、都道府県等の取組のチェッ
クリストを作成。都道府県等において、
これまでの取組状況を振り返り、今後、
必要な取組を実施。

③医療機関の機能転換・再編等の好事例
の周知

・ 医療機関の機能転換・再編等の事例に
ついて、構想区域の規模、機能転換・再
編等の背景や内容等を整理して周知

2025年に向けた取組の通知内容（令和６年３月予定）



2025年に向けて国・都道府県・医療機関が取り組む事項の明確化（案）

2023年度 (令和5年度) 2024年度 (令和6年度) 2025年度 (令和7年度)

国

●2025年に向けた取組の通知発出

・2025年に向けて国･都道府県･医療機
関が取り組む事項を明確化

・地域別の病床機能等の見える化、好事
例の周知等を実施

●2024年度前半：都道府県あたり１～２か所の推進区域及びこの

うち全国10～20か所程度のモデル推進区域を設定

●モデル推進区域においてアウトリーチの伴走支援を実施

●区域対応方針の進捗状況の確認・

公表

都道府県
●調整会議で医療機関対応方針の協議

●推進区域の調整会議で協議を行い、区域対応方針（医療提供体

制上の課題、解決に向けた方向性及び取組内容等）を策定

●医療機関対応方針の進捗管理

●区域対応方針の推進

医療機関
●医療機関対応方針の策定･検証･見直し

●区域対応方針に基づく医療機関対応方針の検証・見直し

●医療機関対応方針の取組の実施

●区域対応方針に基づく医療機関対

応方針の検証・見直し

●医療機関対応方針の取組の実施

新

新

新新

新

新

新
新
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都道府県別・構想区域別の病床機能等の見える化（イメージ）
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各都道府県別に表示

各構想区域別に表示



構想区域別の病床機能等の見える化（イメージ）
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基金等の支援策の周知（都道府県向けリーフレット）（イメージ）
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都道府県担当者の皆さまへ

地域において地域医療構想の取り組みが進むよう、
厚生労働省はさまざまな支援を行っています。

地域別の病床機能等の見える化

病床機能報告上のデータを可視化して公表しています。

地域医療構想の実現に向けた
●● 医療機能分化・連携支援事業

複数医療機関の再編を検討する場合、
○○○○重点支援区域及び再編検討区域として、地域における検討段階
○○○○から実現に向けた支援を行っています。
○○○○再編を検討している医療機関等からの相談窓口を設けています。

地域医療提供体制データ分析チーム
○ 構築支援事業

地域医療構想の実現に向けて、現場感覚とマッチした
○○○○データ分析体制の構築を支援します。

１

３

地域医療連携推進法人制度の活用促進
地域の医療機関等の機能分担や連携を推進するため制度の

○○○○活用促進を図っています。

６

入院・外来機能の分化・連携推進等に
●● 向けたデータ収集・分析事業

病床機能報告及び外来機能報告について、
○ データの収集及びデータの公表を行っています。

４

データ
分析チーム
の構築

５

厚生労働省 地域医療構想 検 索

取組のモデル・好事例の紹介

地域の取組の好事例について紹介しています。
２

QR
コード

地域医療介護総合確保基金

地域医療構想の達成に向けた
○ 医療機関の施設設備整備（病床の機能変更や病床数の変更など）
○ 等に関する財政支援を行います。

税制上の優遇措置
●● （登録免許税、不動産取得税）
○○○○医療機関の開設者が、
○○○○医療介護総合確保法に規定する認定再編計画に基づく医療機
○○○○関の再編に伴い取得した一定の不動産にかかる登録免許税、
○○○○不動産取得税を軽減する特例措置があります。

病床再編等の促進のための
○ 特別償却制度

地域医療構想の実現のため、
○○○○民間病院等が地域医療構想調整会議において合意された具体
○○○○的対応方針に基づき病床の再編等を行った場合に取得する建
○○○○物等について、特別償却（取得価格の８％）ができます。

【対象設備】病床の再編等のために取得又は建設（改修のための工事によるものを含む）
○○○○○○○○をした病院用等の建物及びその附属設備（既存の建物を廃止し新たに建設
○○○○○○○○する場合・病床の機能区分の増加を伴う改修（増築、改築、修繕又は模様
○○○○○○○○替）の場合）

【特別償却割合】取得価格の８％

地域医療構想に係る優遇融資

独立行政法人福祉医療機構において、
○○○○地域医療構想の達成に向け、民間病院等を対象とした
○○○○建築・運転資金に関する優遇融資があります。

７

８

９

10

厚生労働省 地域医療構想 検 索 QR
コード

【 登録免許税 】 ※令和３年度創設（令和８年３月31日まで）

土地の所有権の移転登記 1,000分の10（本則：1,000分の20）

建物の所有権の保存登記 1,000分の２（本則：1,000分の４）
【不動産取得税】※令和４年度創設（令和６年３月31日まで）

※令和６年度税制改正大綱において、令和８年３月31日まで延長する旨明記

課税標準について価格の２分の１を控除
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医療機関担当者の皆さまへ

地域において地域医療構想の取り組みが進むよう、
厚生労働省はさまざまな支援を行っています。

地域医療構想の実現に向けた
●● 医療機能分化・連携支援事業

複数医療機関の再編を検討する場合、重点支援区域及び再編検討区域とし
○ て地域における検討段階から実現に向けた支援を行っています。
○○○ 再編を検討している医療機関等からの相談窓口を設けています。

２

地域医療連携推進法人制度の活用促進
地域の医療機関等の機能分担や連携を推進するため制度の活用促進を

○○○ 図っています。

３

取組のモデル・好事例
地域の取組の好事例について紹介しています。

１

地域医療介護総合確保基金
地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設設備整備（病床の機能変更や

○ 病床数の変更など）等に関する財政支援を行います。

４

【病床転換にかかる施設整備費用の支援】

急性期病床を回復期病床に転換する際に必要な施設整備費

回復期病床増床分 50床 × 9,000千円※1 × 1/2※2 ＝ 225,000千円①

※１ 基準面積(25㎡) × 基準単価(360千円) 標準単価であり都道府県によって異なる。
※２ 補助率。都道府県によって異なる。

【病床減少を伴う再編にかかる費用の支援】

病床減少分※3 50床× 1,824千円※4 ＝ 91,200千円②
※３ 高度急性期、急性期、慢性期の各機能の病床減少から回復期機能への転換分等を

除いた減少病床数
※４ 病床稼働率により異なる。例示は病床稼働率70％以上80％未満の場合。

病床200床
（内訳）
急性期 100床
慢性期 50床
回復期 50床

再編

病床150床
（内訳）
急性期 50床
慢性期 0床
回復期 100床

合計 ① ＋ ② ＝ 316,200千円の支援が可能

（参考）病床転換に対する財政支援の一例

※上記は例であり、実際の補助額とは異なる場合があります。
※都道府県の地域医療構想に基づいた計画が補助の対象となります。
※病床の減少を伴わない場合でも補助の対象となる可能性はあります。詳細は都道府県所管部局にお問い合わ
せください。

税制上の優遇措置

（登録免許税、不動産取得税）
地域医療構想の達成のため、医療機関の開設者が、医療介護総合確保法に規定

○ する認定再編計画に基づく医療機関の再編に伴い取得した一定の不動産にかか
○ る登録免許税、不動産取得税を軽減する特例措置があります。

病床再編等の促進のための
● 特別償却制度
地域医療構想の実現のため、民間病院等が地域医療構想調整会議において合意

○ された具体的対応方針に基づき病床の再編等を行った場合に取得する建物等
○ について、特別償却（取得価格の８％）ができます。

【対象設備】病床の再編等のために取得又は建設（改修のための工事によるものを含む）
○○○○○○○○をした病院用等の建物及びその附属設備（既存の建物を廃止し新たに建設
○○○○○○○○する場合・病床の機能区分の増加を伴う改修（増築、改築、修繕又は模様
○○○○○○○○替）の場合）

【特別償却割合】取得価格の８％

地域医療構想に係る優遇融資

独立行政法人福祉医療機構において、
○ 地域医療構想の達成に向け、民間病院等を対象とした建築・運転資金に関する
○ 優遇融資があります。

５

６

７

都道府県の問い合わせ先はこちら

厚生労働省 地域医療構想 検 索 QR
コード

【 登録免許税 】 ※令和３年度創設（令和８年３月31日まで）

土地の所有権の移転登記 1,000分の10（本則：1,000分の20）

建物の所有権の保存登記 1,000分の２（本則：1,000分の４）
【不動産取得税】※令和４年度創設（令和６年３月31日まで）

※令和６年度税制改正大綱において、令和８年３月31日まで延長する旨明記

課税標準について価格の２分の１を控除



都道府県等の取組のチェックリスト①（イメージ）

32

No. ジャンル 項目一覧

1 病床機能報告
病床機能の分化及び連携について、病床機能報告制度によって、各医療機関が担っている
病床機能の現状を分析しているか。（ガイドライン）

2 病床機能報告
上記の項目１の分析の結果を踏まえ、構想区域における病床の機能区分ごとの将来の医療
需要と必要病床数を地域全体の状況として把握できているか。（ガイドライン）

3 病床機能報告

各医療機関が地域における将来のあるべき姿に応じて検討できるような資料・データを都
道府県が作成（各病床の機能を選択した医療機関の分布だけではなく、主な疾患における
分布や、提供されている医療の内容に関する情報を含む。）し、構想区域における病床の
機能区分ごとの医療機関の状況を整理しているか。（ガイドライン）

4 病床機能報告

病床機能報告の内容等については、詳細な分析や検討が行われないまま、回復期機能を担
う病床が各構想区域で大幅に不足していると誤解させる事態が生じていることから、地域
の医療機能を適切に把握するため、地域医療構想調整会議において定量的な基準の導入に
係る議論を行っているか。（平成30年８月通知）

5 病床機能報告

都道府県は、病床機能報告の対象医療機関の未報告の状況を把握した場合には、当該医療
機関に対して、病床機能報告を提出するように求めたり、期間を定めて病床機能報告を提
出するよう命令するなど、未報告医療機関の状況に応じた必要な対応を行っているか。
（平成30年２月通知、令和２年１月通知、令和５年３月通知）

6 病床機能報告
病床機能報告に基づく病床機能報告上の病床数と将来の病床数の必要量との比較・把握・
分析を行い、進捗状況を検証しているか。（ガイドライン、令和５年３月通知）

7 病床機能報告

上記の項目６の検証の結果を踏まえ、データの特性だけでは説明できない差異が生じてい
る場合は、地域医療構想調整会議においてその要因の分析及び評価を行い、必要に応じて
地域医療構想を見直すこととしているが、実施できているか。（ガイドライン、令和５年
３月通知）

8
地域医療構想

調整会議
毎年取りまとめる病床機能報告等の結果を踏まえて、地域の医療提供体制の現状と将来目
指すべき姿の認識について共有できているか。（ガイドライン）

9
地域医療構想

調整会議

地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能について議論し、不足している病床機能への
対応（過剰となると見込まれる病床機能からの転換を含む。）について、具体的な対応策
を検討し、地域医療構想調整会議に提示できているか。（ガイドライン）

都道府県等の取組に関するチェックリスト
　　　　　年　　　　　月　　　　　日記入

回答

はい

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

10
地域医療構想

調整会議

在宅医療を含む地域包括ケアシステムへの対応や医療従事者の確保、診療科ごとの連携な
ど、入院医療のみならず地域医療構想に密接に関わる他の医療分野と横断的な検討ができ
ているか。（ガイドライン）

11
地域医療構想

調整会議

都道府県単位の地域医療構想調整会議を開催し、各構想区域における地域医療構想調整会
議の運用や議論の進捗状況、抱える課題解決、病床機能報告等から得られるデータの分
析、構想区域を超えた広域での調整が必要な事項に関すること等について協議できている
か。（平成30年６月通知）

12
地域医療構想

調整会議

地域医療構想調整会議の年間スケジュールを計画し、最低でも年４回はオンライン開催を
含めて地域医療構想調整会議を開催できているか。（平成30年６月通知、令和４年３月通
知）

13
地域医療構想

調整会議

地域医療構想調整会議の参加者について、地域医療構想は幅広い関係者の理解を得て達成
を推進する必要があるため、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団体、医療
保険者、市町村など幅広いものとすることが望ましいとされているが、これを踏まえ、公
平かつ公正に参加者を選定できているか。（ガイドライン）

14
地域医療構想

調整会議

地域医療構想調整会議の参加を求めなかった病院・有床診療所や参加できなかった関係団
体等に対しても書面・メールでの意見提出などにより、幅広く意見表明の機会を設けるこ
とが望ましいが、そのような機会を設けているか。（ガイドライン）

15
地域医療構想

調整会議
地域医療構想アドバイザーと連携して地域医療構想の達成に向けた検討を行っているか。
（平成30年６月通知）

16
都道府県知事

の権限

病床機能報告において、2025年において既に病床数の必要量に達している病床の機能区分
に転換を予定している医療機関の開設者又は管理者に対して、都道府県知事への理由書提
出、調整会議での協議への参加、都道府県医療審議会での理由等の説明を求めた上で、過
剰な病床機能に転換しないことを、公的医療機関等に対しては命令し、公的医療機関等以
外の医療機関に対しては要請する等、医療機関の状況に応じて必要な対応を行っている
か。（ガイドライン）

17
都道府県知事

の権限

都道府県医療審議会の意見を聴いて、不足している病床の機能区分に係る医療提供につい
て、公的医療機関等に対しては指示し、公的医療機関等以外の医療機関に対しては要請す
ることとしているが、医療機関の状況に応じて必要な対応を行っているか。（ガイドライ
ン）

18
都道府県知事

の権限

新たに整備（開設、増床、種別変更）される病床が担う予定の機能区分が、2025年におい
て既に病床数の必要量に達している病床の機能区分であった場合、新たに病床を整備しよ
うとしている医療機関に対して、当該医療機関の所在地を含む構想区域において、2025年
の病床数の必要量に達していない医療を提供する旨の条件を開設等許可に付与することと
されているが、医療機関の状況に応じて必要な対応を行っているか。（平成30年２月通
知）

19
都道府県知事

の権限

病床過剰地域において、非稼働病棟等を有している医療機関に対して、地域医療構想調整
会議で非稼働の理由等の説明を求めた上で、当該病棟等の維持の必要性が乏しい場合、都
道府県医療審議会の意見を聴いて、非稼働病床の削減について、公的医療機関等に対して
は命令し、公的医療機関等以外の医療機関に対しては要請することとしているが、医療機
関の状況に応じて必要な対応を行っているか。（ガイドライン、平成30年２月通知、令和
５年３月通知）

はい

はい

はい

はい

はい

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ
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20 周知・啓発
地域住民が医療提供体制を理解し、適切な受療行動をとるためには、地域医療構想の評価
や見直しの客観性及び透明性を高める必要があることから、ホームページ等で地域医療構
想に係る情報について遅滞なくかつ分かりやすく公表できているか。（ガイドライン）

21 周知・啓発
地域医療構想調整会議の参加者及び事務局の認識を共有するための研修会を、都道府県主
催で開催しているか。（平成30年６月通知）

22 周知・啓発

民間医療機関に、建替え、増改築を含めた地域医療構想の取組を推進するために有用であ
ると考えられる地域医療介護総合確保基金や税制優遇措置等について情報提供し、地域医
療構想に係る民間医療機関の理解を深めるために、地域医療構想に係る医療機関向け勉強
会を開催しているか。（令和５年１月事務連絡）

23 周知・啓発
上記の項目22の医療機関向け勉強会の開催に際して、地域の地方銀行に、勉強会の趣旨及
び概要を説明し、勉強会への参画の提案・意見交換を行っているか。（令和５年１月事務
連絡）

24 周知・啓発
民間を含む医療機関の再編について、（2025年までに完了となる）再編計画の認定制度及
び認定された再編計画に基づき取得した不動産に係る税制優遇措置（登録免許税及び不動
産取得税の軽減措置）があることを周知しているか。（令和３年５月通知）

25
地域医療構想
の更なる推進

都道府県別・構想区域ごとに、都道府県別・構想区域別に公表された病床機能報告上の病
床数と必要量、医療機関の診療実績、医師数等のデータを活用し、定量的な分析、課題解
決に向けた実効性のある検討、地域医療構想調整会議において分析・議論の活性化を目指
した効果的な議論等を実施しているか。（令和６年３月通知）

26
地域医療構想
の更なる推進

都道府県の取組の好事例及び医療機関における病床機能の転換、再編統合等の好事例を活
用し、2025年までの地域医療構想の取組の更なる推進の検討を進められているか。（令和
６年３月通知）

27
地域医療構想
の更なる推進

医療機関において国の支援策を効果的に活用し、地域医療構想の取組が滞りなく効果的に
進められるため、地域医療構想調整会議における医療機関向けリーフレットの配布等を通
じて、医療機関等に周知できているか。（令和６年３月通知）

28 その他
定期的に地域医療構想の進捗確認を行い、進捗状況が芳しくない場合にはその原因につい
て考察を行い、目標設定が適切でない場合には必要に応じて目標を修正できているか。
（ガイドライン）

29 その他
重点支援区域の設定の要否を、適宜、地域医療構想調整会議で判断しているか。（令和４
年３月通知、令和５年３月通知）

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

30 その他 再編検討区域の設定の要否を、適宜、都道府県で判断しているか。（令和５年３月通知）

31 その他
各地域の実情に応じたデータ分析を行うため、地域医療構想の策定及び実現に必要な企画
や立案ができるデータ分析体制が構築されているか。（ガイドライン）

はい いいえ

病床機能報告

地域医療構想調整会議

都道府県知事の権限

（注）上記チェックリスト中における通知等の略称について、正式名称は以下のとおりである。
ガイドライン… 地域医療構想策定ガイドライン（平成29年３月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知別添）
平成30年２月通知… 地域医療構想の進め方について（平成30年２月７日付け医政地発0207第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）
平成30年６月通知…地域医療構想調整会議の活性化に向けた方策について（平成30年６月22日付け医政地発0622第２号厚生労働省医政局地域医療計画課長通
知）
平成30年８月通知…地域医療構想調整会議の活性化のための定量的な基準の導入について（平成30年８月16日付け医政地発0816第１号厚生労働省医政局地域医
療計画課長通知）
令和２年１月通知… 公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について（令和２年１月17日付け医政発0117第４号厚生労働省医政局長通知）
令和３年５月通知… 良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律の一部の施行について（令和３年５
月28日付け医政発0528第２号厚生労働省医政局長通知）
令和４年３月通知…地域医療構想の進め方について（令和４年３月24日付け医政発0324第６号厚生労働省医政局長通知）
令和５年１月事務連絡… 地域医療構想に係る医療機関向け勉強会の実施について（令和５年１月16日付け厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡）
令和５年３月通知…地域医療構想の進め方について（令和５年３月31日付け医政地発0331第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）
令和６年３月通知…2025年に向けた地域医療構想の進め方について（P）（令和６年３月○日付け医政発03○○第○号厚生労働省医政局長通知）

その他

合計 0 0

集計結果

ジャンル
回答

周知・啓発

地域医療構想の更なる推進

はい いいえ

はい いいえ
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